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1 は じ め に

水田地帯の稲受託大規模農家において,稲作についてみ

れば費用低下・収量×単価の確保・面積拡大が所得確保の

方向である。この方向のもとにそれぞれの技術・経営対応

が位置づけされる。

大規模受託経営における経営管理技術として,必然的に

生ずる圃場分散への対応,労働ピークの解消,品種・育苗

の選択,高能率機械の導入,組作業人数の確保などの重要

性が増加している。これらは大面積を消化するための技術・

経営対応である。

加えて,近年,秋田県内の大規模農家で特別栽培米制度

を利用した有機米や不耕起栽培による新たな対応がみられ

る。この対応は,米の生産・販売について,経営側で決定

するのはおもに品種・反収のみという状況から、販売方法

まである程度選択できる条件が形成されてきたことによる。

この報告では一報・ 二報を通じて,稲受託大規模経営の

主に稲作部門について,技術・経営対応の実態把握とその

方向,農家経済における役割を明らかにすることに課題を

限定する。第一報では稲受託大規模・肉用牛繁殖経営で行

われている特別栽培米制度を利用した有機米生産,第二報

では稲受託大規模経営で行われている不耕起移植栽培の 2

事例を対象にとりあげる。第一報では対象農家の技術・経

営対応の時系列把握から,借地拡大と特栽米導入の相互関

連性を明らかにする。

2 規模拡大過程と技術・経営対応

対象農家は,1965年当時,水田180aと乳牛 7頭を飼育

する経営であった。1970年以降,乳牛部門を肉用牛に切り

替えるとともに水田の規模拡大を図ってきた。1991年の経

営概況は経営主,妻,後継者の 3人の労働力で,水稲890
a,肉用繁殖牛18頭,牧草1,100aを作付する準単一複合
経営である。規模拡大過程では一貫して省力技術導入によ

る面積拡大と固定費軽減がなされた。水田の規模拡大は ,

買い入れによる自作地増大が中心であったが,1985年以降,

作業受託を減らす方向で借地を残し,1991年では借地力●50

aで経営水田面積の40%と なっている。借地による対応は,

機械の負担面積の上限に近づくにつれ,面積拡大から中味

の充実へ意識が変わってきたこと,特栽米による対応のた

めと思われる。有機生産は土壌が重要な用件となることか

ら,特栽米は自作地中心に作付されているが,借地にも 1

割程度作付されている。なお,堆肥投入は乳牛導入時点か

ら行われており,20年以上の経験を持つ。

規模拡大にともなって作業適期内に作業を終えるために,

1日 作業量×作業期間の拡大が重要になる。ここでは作業

の競合が大きい春作業に限定して検討する。

作業期間の拡大については,特裁米との関連で 3で述べ

る。

1日 作業量については,圃場分散・組作業人数・圃場区

画の大小の3つ の制約要因があるが,こ こでは前 2者につ

いて検討する。対象農家の稲作付は,1992年度で圃場筆数

41筆 ,最も遠い圃場まで 7価 となっている。日植日 (1992,

5,27)の タイムスタディの結果では, 1日 の回植作業時
間のうち,日植機植付時間が21%なのに対し,圃場間の移

動に17%,水管理に14%を要している。分散を解消する手

段として,転作を含めた圃場配置の見直しと作業受託の中

止が行われている。1992年度は家の近くの分散している借

地を転作し,自宅からは離れているが,団地としてまとまっ

ている借地に作付する対応を行っている。これは,代かき

が上流の圃場の作業進行状況に左右され,こ れが田植作業

日にも影響するが,分散がこれらの状況把握をさらに離 し

くすることによる。しかし,規模拡大にともなう圃場分散

はいずれにしろ避けられず,分散条件の下でどうやって作

業を進めるかが重要となっている。 1日 の田植作業時間に

対する植付時間の割合の少なさは,作業順序の組み方と補

助労力の確保の重要性が大きいことを示している。

作業順序について,対象農家の日植の胴子は,基本的に

は水管理のしやすさから,近 くの圃場から遠くの圃場の順
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になっている。その中で半日～ 1日 の作業量を単位に,地
縁的なつながりや自作地・借地の区分にこだわらず,日植

機が自走できる範囲で継続作業に支障のないまとまりを目

安に団地的利用がなされている。そのために圃場の位置・

1筆面積・形状・土壌条件・水利条件・所有形態について

地図上の状況把握が行われている。これらの条件に周辺地

域の作業進行・気象条件を加えて意志決定される。

組作業人数の確保については,対象農家では播種,日植,

防除,稲刈の作業で「ゆい1に よる大規模農家どうしの労

力交換で対応している。

3 稲受話大規模農家の技術・経営対応と特栽米の関連

稲受託大規模農家の費用低減の観点から,経営の方向と

して機械化体系の負担可能面積内で,損益分岐点を上回る

面積確保が必要となる。特栽米は,堆肥多投や除草などの

労力が多くかかること,肉用牛部門との労力競合,品種が

あきたこまちに限定されることによる作業期間の制限など,

機械の利用面積拡大による費用低下の面では,制約要因が

多い。この点を田植の進行状況でみると,地域の標準作業

期間が5月 15日から5月 23日前後なのに対し,対象農家で

は圃場が軟弱で,乾くまで待ってから堆肥散布にかかるた

め作業が順々に後ろに押され,5月 20日前後から5月 末日
までの10日間のうち7日 となっている。さらにその間に乾

草収納や代かき等の作業が入る。品種の集中に対しては稚

苗・中苗各50%の組合せで対応しているが,あ きたこまち

の刈取適期は最大15日間であり,経営主は秋作業面積は現

状の分散状況ではほぼ限界と考えている。

対象農家の特栽米は機械の利用面積拡大による費用低下

の面ではマイナスに作用する面が多いが,所得面では高価

表 1 特栽米の経過 (申請時点の数字)

販売できることから,マ イナス面をカバーし,所得確保の

ための必要面積が縮小することから,経営に取り入られて

いる。特栽米作付割合が大きいほど稲作所得は増大するが,

労力と機械利用の面では厳しくなる。対象農家はこれまで

増加傾向にあった特栽米割合を,労力面での制約から1992

年度は減少する意向である。一方で特栽米作付面積は消費

者の確保・販売量によっても制約される。

以上のように稲受託大規模農家における特栽米導入は大

面積・ スケールメリット追求の方向と部門間結合・高単価

追求の方向の間にあり,機械の適正利用による費用低下と

販売量の確保のバランスが重要となる。導入割合について

は今後の課題であるが.適正な機械利用と適正な特栽米導

入を実現し,販売量を持続的に維持するためには,生産者

側と消費者側の両者の組織対応が必要となる。対象農家で

は労働力利用・事務・代金処理が問題となっているが,具

体的な組織形態については今後の検討課題である。

費用低下―対象農家の大規模複合経営一部門結合強化

ゎ……_二重冒
図 1 稲受託大規模と特栽米の関連
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1989年   1990年   1991年
稲 作 付 面 積 (a)

特栽米契約面積 (a)

収  量 (kg/10a)
契 約 者 数 (人 )
総  重  量 (kg)
単  価  (円 /kg)

769       769       893

215       556     7083

(自 1495)(自 4829)(自 5939)
(借 664)(借 738)(借 1144)
498        450-500

189       330       390

9,970    28,710    34,370

400       570       570

機   所 :

械‐1‐ 御抵

鷲1熙
面 1 の :

積 1 た :

笑 18:

I
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